





























































































現 行           H16 年度より 
マーケティングコース     マーケティングコース 
金融・証券・保険コース    ファイナンスコース 





平成 16 年度商学部カリキュラム改革（案） 

















































基礎数学（1 年次前期 2 単位）  統計入門（1 年次後期 2 単位） 
入門レベル、一般レベル    レベル分けなし 
前期 3 展開 前期 3 展開    後期 3 展開      計 9 展開 
 
H16 年度より： 
  入門レベル（数学の学力がやや劣る学生） 
    基礎数理Ⅰ（1 年次前期 2 単位）  基礎数理Ⅱ（1 年次後期 2 単位） 
     前期 3 展開            後期 2 展開 
                     基礎数理Ⅰ（2 単位） 
                      後期 1 展開 
                     （入門レベル再履修用） 
一般レベル（クラス分けによる上位の学力の学生） 
    基礎数理Ⅱ（1 年次前期 2 単位）  基礎数理Ⅲ（1 年次後期 2 単位） 
     前期 3 展開            後期 2 展開 
     ＊前期で基礎数理Ⅱを落とした学生は、後期開講の基礎数理Ⅱを再履修。 
                               計 11 展開 
 










＊ 平成 15 年度においては、非常勤講師 2 名で 3 展開、専任教員が６展開


















 基礎科目Ⅰ 12/16     
 基礎科目Ⅱ 20/28     
 マーケ 金融 産業 56   
コース専門科目Ⅰ 12/16 12/18 12/18   88 
コース専門科目Ⅱ 12/32 12/18 12/26     
選択科目 
コース専門科目           
専門科目Ⅰ      32   











    
 基礎科目Ⅱ 20/32 財務会計論     
  マーケ ファイ 産業 56   
コース専門科目Ⅰ 12/16 12/18 12/18   88 
コース専門科目Ⅱ 12/32 12/26* 12/28*     
選択科目 
          
     32   




＊ 基礎数学と統計入門とを前期週 2 展開行う 4 単位科目として統合するこ
とも選択肢として考慮した。しかし、レベル分け、再履修の体制、移行措






























は学ぶべき科目であり、実際選択科目として多くの受講生がいる（H15 で 2 展開開講）。
この移動により基礎学力を強化するとともに、現行の基礎科目Ⅱにおける選択必修科











財務管理論(会計学科 2 年次配当)     → ファイナンスコースのコース専門科目Ⅱ 
コンピュータ会計(会計学科 2 年次配当) → 専門選択科目 
＊実習による履修可能単位数に制約があるので、会計学科学生の履修を制限し
ないように配慮していく。 
社会環境会計論(会計学科 3･4 年次配当) → 専門選択科目 
原価管理論(会計学科 3･4 年次配当) → 専門選択科目 
予算管理論(会計学科 3･4 年次配当) → 専門選択科目 
財務情報分析論(会計学科 3･4 年次配当) → ファイナンスコースのコース専門科目Ⅱ 







1)外国書講読の 4 単位化 
現在「外国書講読」はⅠとⅡの 2 単位ずつに分割されている。そのため 2 単位科目
の埋め草として履修する学生もいる。教える側も 2 単位では実のある教育をできない
という側面もあり、よりやる気のある学生を集め、実のある教育をするために半期週
2 回講義形式の 4 単位科目とする。 
2)ビジネス英語の強化 
 平成 16 年度より現在の 2 展開を 3 展開に増設する。また、統一した教材や教授法
を担当者間で話し合って決めることにより、すべてのクラスをほぼ同一内容とする。 
































































































































平成 16 年度商学部カリキュラム改革概要（案） 
――平成 12 年度導入専門セメスター制カリキュラムフォローアップ―― 
 
（１）コース名の変更 





現在の基礎数学（1 年次前期 2 単位）（入門レベル、一般レベルの 2 レベルに分
けて展開）と統計入門（1 年次後期 2 単位）（レベル分けなし）を基礎数理Ⅰ（1
年次前期と後期に開講 2 単位）、基礎数理Ⅱ（1 年次前期と後期に開講 2 単位）、






 外国書講読Ⅰ･Ⅱを統合して半期 4 単位科目にする。 













(2) 「損害保険総論(2 単位)」、「損害保険各論(2 単位)」を統合し、「損害保険」
（4 単位、配当 3･4 年次）とする。 
(3) 「金融機関」を「金融システム」に名称変更する。 
(4)「企業金融」配当年次を 3･4 年次に変更 
(5) 選択必修科目コース専門科目Ⅱへの追加 














  下記に示す 7 科目を商業学科で履修可能な科目(3･4 年次配当)とする。 
財務管理論(会計学科 2 年次配当)→ファイナンスコースのコース専門科目Ⅱ 
コンピュータ会計(会計学科 2 年次配当)→専門選択科目 
＊実習による履修可能単位数に制約があるので、会計学科学生の履
修を制限しないように配慮していく。 
社会環境会計論(会計学科 3･4 年次配当)→専門選択科目 
原価管理論(会計学科 3･4 年次配当)→専門選択科目 
予算管理論(会計学科 3･4 年次配当)→専門選択科目 
財務情報分析論(会計学科 3･4 年次配当)→ファイナンスコースのコース専門
科目Ⅱ 

















基礎演習 2 1 ◎ ◎ ◎
基礎数理Ⅰ 2 1 ◎ ◎ ◎
基礎数理Ⅱ 2 1 ◎ ◎ ◎
基礎数理Ⅲ 2 1 ◎ ◎ ◎
情報基礎Ⅰ 2 1 ◎ ◎ ◎
経済学Ⅰ 4 1 ◎ ◎ ◎
簿記論Ⅰ 4 1 ◎ ◎ ◎
商学総論 4 1 ◎ ◎ ◎
商業史 4 1 ◎ ◎ ◎
マーケティング 4 2 ◎ ◎ ◎
経営学 4 2 ◎ ◎ ◎
経済学Ⅱ 4 2 ◎ ◎ ◎
金融サービス 4 2 ◎ ◎ ◎
財務会計論 4 2 ◎ ◎ ◎
商法 4 3～4 ◎ ◎ ◎
商業政策 4 2 ◎ △ △
金融論 4 2 △ ◎ △
リスクマネジメント 2 2 △ ◎ △
産業システム 4 2 △ △ ◎
現代企業 2 2 △ △ ◎
ﾏｰｹﾃｨﾝｸﾞﾘｻｰﾁⅠ 2 3 ◎ △ △
ﾏｰｹﾃｨﾝｸﾞﾘｻｰﾁⅡ 2 3 ◎ △ △
貿易実務 4 3 ◎ △ △
流通論 4 3 ◎ △ △
証券論 4 3 △ ◎ △
国際金融 4 3 △ ◎ △
保険論 4 3 △ ◎ △
起業と経営 2 3 △ △ ◎
国際分業と貿易 4 3 △ △ ◎
環境と経済 2 3 △ △ ◎
中小企業 4 3 △ △ ◎
マーケティング情報 2 3～4 ◎ △ △
国際マーケティング 4 3～4 ◎ △ △
ﾏｰｹﾃｨﾝｸﾞｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ 4 3～4 ◎ △ △
消費者行動 2 3～4 ◎ △ △
ロジスティクス 4 3～4 ◎ △ △
商業経営 4 3～4 ◎ △ △
商品開発 4 3～4 ◎ △ △
商品評価 4 3～4 ◎ △ △
産業立地 4 3～4 ◎ △ ◎
企業金融 2 3～4 △ ◎ △
デリバティブ 2 3～4 △ ◎ △
投資理論 2 3～4 △ ◎ △
金融システム 2 3～4 △ ◎ △
外国為替 2 3～4 △ ◎ △
損害保険 4 3～4 △ ◎ △
生命保険 2 3～4 △ ◎ △
社会保険 2 3～4 △ ◎ △
財務管理論 4 3～4 △ ◎ △
財務情報分析論 4 3～4 △ ◎ △
国際経営 2 3～4 △ △ ◎
経営組織 4 3～4 △ △ ◎
人的資源 4 3～4 △ △ ◎
経営戦略 2 3～4 △ △ ◎
ネットワークと産業 2 3～4 △ △ ◎
交通と通信 2 3～4 △ △ ◎
財政 2 3～4 △ △ ◎
公共経済 2 3～4 △ △ ◎
産業活動と環境保全 2 3～4 △ △ ◎





















































































科  目  名 ﾌｧｲﾅﾝｽ 産業単位数
1
商学部商業学科　専門科目一覧（平成１６年度入学者）
配当 ﾏｰｹﾃｨﾝｸﾞ 卒業要件科  目  名 ﾌｧｲﾅﾝｽ 産業単位数
統計学 4 2 △ △ △
現代商品論 4 2 △ △ △
経営数学 4 2～3 △ △ △
情報科学概論 2 1 △ △ △
情報基礎Ⅱ 2 1～2 △ △ △
プログラミング（基礎） 4 2～3 △ △ △
情報社会と情報倫理 2 2～4 △ △ △
プログラミング（応用） 4 3～4 △ △ △
モデルとデータ分析 4 3～4 △ △ △
情報システム 4 3～4 △ △ △
情報通信ネットワーク 4 3～4 △ △ △
ﾏﾙﾁﾒﾃﾞｨｱ表現と技法 2 3～4 △ △ △
情報処理特殊講義 2 3～4 △ △ △
憲法 4 1～4 △ △ △
民法 4 1～4 △ △ △
会社法 4 3～4 △ △ △
税法 4 3～4 △ △ △
簿記論Ⅱ 4 2～4 △ △ △
企業と監査 2 3～4 △ △ △
原価計算論 4 3～4 △ △ △
管理会計論 4 3～4 △ △ △
財務諸表分析論 4 3～4 △ △ △
原価管理論 4 3～4 △ △ △
予算管理論 4 3～4 △ △ △
コンピュータ会計 2 3～4 △ △ △
会計情報システム論 4 3～4 △ △ △
社会環境会計論 2 3～4 △ △ △
産業史 4 3～4 △ △ △
比較経営・欧米 2 3～4 △ △ △
比較経営・アジア 2 3～4 △ △ △
日本経済論 4 3～4 △ △ △
応用経済 4 3～4 △ △ △
特殊講義 2 3～4 △ △ △
ゼミナール 2 2～4 △ △ △
卒業論文指導 2 4 △ △ △
外国書講読 4 3～4 △ △ △
特別外国書講読 4 3～4 △ △ △
































教養教務委員会委員長 寺尾 格 殿 








































      佐々木重人（委員長）、奥村紀夫、黒川保美、上田和勇、渡辺達朗 
企画構想委員会から 
      内野 明（副委員長）、柳 裕治、菅本栄造、国田清志 
会計系列会から 




５月１３日 第１回  議題「新カリ基本方針の策定」 
   ６月 ３日 第２回  議題「会計基礎教育レベルの内容検討」等 
   ６月２４日 第３回  議題「会計基礎教育レベルの内容検討と商業学科専門科目の履修」 
   ７月 ５日 第４回  議題「改革内容の骨子の教授会提案内容の検討」等 
   ７月１５日 第５回  議題「改革内容の骨子の教授会提案内容の検討（最終案）」等 
９月３０日 第６回  議題「専門科目Ⅱの履修拡大に伴う科目選択と専門科目Ⅰの科目設定」 
１０月１４日  第７回  議題「専門科目Ⅱの履修拡大に伴う科目選択と専門科目Ⅰの科目設定」 
１０月２８日 第８回  議題「専門科目Ⅱの履修拡大に伴う科目選択と専門科目Ⅰの科目設定」 
１１月１８日 第９回  議題「専門科目Ⅱの新規追加科目リストと履修モデルの名称と内容」 
１１月２５日 第 10 回 議題「最終報告書（案）の検討」 
 
Ⅲ 平成１７年度会計学科カリキュラム改革の骨子 
 １. 基本方針 

















出牛 正芳 殿 
                                
専修大学商学部長 



















   会計学科カリキュラム改革の具体的検討をする機関として、以下のメンバーから構成された
「会計学科改革ワーキンググループ（ＷＧ）」を組織することが、教授会（平成１５年４月２２
日）にて承認されました。その構成メンバーは以下のとおりです。 
   会計学科改革ＷＧのメンバー構成 




１．「基礎科目Ⅰ」（単位数） 卒業要件単位 ２４単位／４２単位 
  ①会計基礎演習（２） 
 ②簿記論Ⅰ   （日商３級商業簿記レベル）      （４） 
 ③簿記論Ⅰ演習 （日商３級商業簿記問題中心）     （２） 〈新設科目〉 
 
④簿記論Ⅱ   （日商２級商業簿記レベル）      （４） 
 ⑤簿記論Ⅱ演習 （日商２級商業簿記問題中心）     （２） 〈新設科目〉 
 
⑥工業簿記論  （日商２級工業簿記レベル）      （４）  〈名称変更〉 
⑦工業簿記論演習（日商２級工業簿記問題中心）     （２） 〈新設科目〉 
 
⑧簿記論Ⅲ   （日商 1級商業簿記レベル）      （４） 〈新設科目〉 
⑨簿記論Ⅲ演習 （日商 1級商業簿記問題中心）     （２） 〈新設科目〉 
   
⑩原価計算論  （日商 1級工業簿記・原価計算レベル） （４） 
 ⑪原価計算論演習（日商１級工業簿記・原価計算問題中心）（２） 〈新設科目〉 
   
⑫財務会計論Ⅰ                 （４） 〈名称変更〉 
   ⑬財務会計論Ⅱ                 （４） 〈名称変更〉 

















































          （２２単位） 
        基礎科目Ⅰ  １８単位 
        選択科目    ４単位 
平成１７年度カリキュラム 
       （４２単位） 
会計基礎演習    （２） 会計基礎演習     （２） 
簿記論Ⅰ      （４） 
簿記論Ⅰ       （４） 
簿記論Ⅰ演習     （２） 
簿記論Ⅱ      （４） 
簿記論Ⅱ       （４） 
簿記論Ⅱ演習     （２） 
工業簿記      （４）（選択科目） 
工業簿記論      （４） 
工業簿記論演習    （２） 
 
簿記論Ⅲ       （４） 
簿記論Ⅲ演習     （２） 
原価計算論     （４） 
原価計算論      （４） 
原価計算論演習    （２） 
財務会計論     （４）  
財務会計論Ⅰ     （４） 
財務会計論Ⅱ     （４） 

























    「簿記論Ⅱ」と「簿記論Ⅱ演習」との同時履修 
    「工業簿記論」と「工業簿記論演習」との同時履修 








２．「基礎科目Ⅱ」（単位数） 卒業要件単位 ２０単位／４４単位 
 （１）１年次の履修科目 
①民法       （４） 
②情報基礎Ⅰ    （２） 
③情報基礎Ⅱ    （２） 
④商学総論     （４） 
⑤経済学Ⅰ     （４） 
 7
（２）２年次の履修科目 
①経営学     （４） 
②統計学     （４） 
③マーケティング （４） 
④金融論     （４） 
⑤商法      （４） 
⑥会社法     （４） 
⑦税法      （４） 
 
３．「専門科目Ⅰ」（単位数） 卒業要件単位 ２８単位／６６単位 
（１）２年次の履修科目 
①ゼミナール    （２） 
②会計外国書講読  （４） 
③株式会社会計論  （４） 
④財務諸表分析論  （４） 
⑤税務会計論    （４） 
⑥管理会計論    （４） 
⑦財務管理論    （４） 
⑧コンピュータ会計 （２） 
（２）３年次以降の履修科目 
①ゼミナール    （２）        ３年次 
②会計監査論    （４） 
③国際会計論    （４） 
④社会環境会計論  （２） 
⑤会計史      （４）          
⑥原価管理論    （４）        ３・４年次 
⑦予算管理論    （４） 
⑧財務情報分析論  （４） 
⑨会計情報システム論（４） 
⑩特殊講義     （２） 
 8
（３）４年次の履修科目 
①ゼミナール   （２） 
②卒業論文指導  （２） 
 
４．「専門科目Ⅱ」（単位数） 卒業要件単位 １６単位／５２単位 
 （１）１年次の履修科目 
①憲法      （４） 
（２）２年次以降の履修科目 
①経済学Ⅱ    （４） 
②現代企業    （２） 〈商業学科から追加配当する科目〉 
（３）３年次以降の履修科目 
①流通論     （４） 
②保険論     （４） 
③中小企業    （４）                        ３年次 
④貿易実務    （４） 〈商業学科から追加配当する科目〉 
⑤インターンシップ（２） 〈新設科目〉 
⑥金融システム  （２） 〈商業学科から追加配当する科目〉 
⑦国際経営    （２） 〈商業学科から追加配当する科目〉 
⑧産業立地    （４） 〈商業学科から追加配当する科目〉 
⑨外国書講読   （４） 〈商業学科から追加配当する科目〉      ３・４年次       
⑩ビジネス英語  （４） 〈商業学科から追加配当する科目〉       
⑪外国為替    （２） 
⑫経営組織    （４） 















 憲法       （４） 
経済学Ⅱ     （４） 
流通論      （４） 
保険論      （４） 
国際分業と貿易  （４） 
中小企業     （４） 
外国為替     （２） 
経営組織     （４） 
財政       （２） 
憲法       （４） 
経済学Ⅱ     （４） 
流通論      （４）  
保険論      （４） 
貿易実務     （４） 
中小企業     （４） 
外国為替     （２） 
経営組織     （４） 
財政       （２） 
インターンシップ （２） 
現代企業     （２） 
金融システム   （２） 
国際経営     （２） 
産業立地     （４） 
外国書講読    （４） 
ビジネス英語   （４） 
※ 商業学科から追加配当する科目 
 






































商学総論 4 経営学 4 　できる。
経済学Ⅰ 4 統計学 4 　　






株式会社会計論 4 会計監査論 4
財務諸表分析論 4 国際会計論 4
税務会計論 4 社会環境会計論 2
管理会計論 4 会計史 4
財務管理論 4 原価管理論 4







































































































会計基礎演習　　　 2 簿記論Ⅱ　　　　　 4 簿記論Ⅲ 4 原価計算論 4
簿記論Ⅰ　　　　　 4 簿記論Ⅱ演習 2 簿記論Ⅲ演習 2 原価計算論演習 2
簿記論Ⅰ演習 2 工業簿記論 4 財務会計論Ⅱ 4
工業簿記論演習 2 財務会計論演習 2
財務会計論Ⅰ 4
会計基礎演習　　 2 原価計算論 4 簿記論Ⅲ 4
簿記論Ⅱ　　　　　 4 原価計算論演習 2 簿記論Ⅲ演習 2
簿記論Ⅱ演習 2 財務会計論Ⅱ 4









































































































































































（現行 3 コース）       （拡充後の 4 コース） 
マーケティングコース     マーケティングコース 
ファイナンスコース      ファイナンスコース 










































































平成 18 年度商学部改革（案） 
 
商学部改革実施委員会 
 委員長 川村晃正 
 
１ 改革の課題 
 商学部商業学科の入試志願者は、1990 年を 100 とすると 2004 年には 35 に激減した。 
この３年間の商業学科の受験生は、2002 年 3,899 名、2003 年 3,491 名、2004 年 3,117 名




























（現行 3 コース）       （拡充後の 4 コース） 
マーケティングコース     マーケティングコース 
ファイナンスコース      ファイナンスコース 



























































  c)「基礎科目Ⅰ」「基礎科目Ⅱ」の必修単位（卒業要件単位）数は現行を目安とする。 
 
学科共通専門基礎科目の年次、前・後期配置案 

















































礎科目Ⅱ」に位置づける。「基礎科目Ⅱ」は現行では 32 単位中 20 単位必修となってい































































基礎科目Ⅰ 商学基礎 4 基礎科目Ⅱ 商学総論 4
基礎科目Ⅱ 現代経済 4 基礎科目Ⅰ 経済学Ⅰ 4
基礎科目Ⅱ 現代ビジネス 4 基礎科目Ⅱ 経営学 4
コース専門科目Ⅰ マクロ経済学 4 基礎科目Ⅱ 経済学Ⅱ 4
コース専門科目Ⅰ 環境経営と環境ビジネス 2 コース専門科目Ⅱ 産業活動と環境保全 2
コース専門科目Ⅱ ミクロ経済学 4 選択科目 応用経済 4
コース専門科目Ⅱ グローバルマーケティング 4 コース専門科目Ⅱ 国際マーケティング 4
コース専門科目Ⅱ プログラミング基礎 4 選択科目 プログラミング（基礎） 4
選択科目 プログラミング応用 4 選択科目 プログラミング（応用） 4
選択科目 卒業研究 2 選択科目 卒業論文指導 2
　　科目分割
コース専門科目Ⅱ 情報通信ネットワーク 2 選択科目 情報通信ネットワーク 4
コース専門科目Ⅰ コンピュータとソフトウェア 2
コース専門科目Ⅱ 商品評価 2 コース専門科目Ⅱ 商品評価 4
コース専門科目Ⅱ サービスマーケティング 2
コース専門科目Ⅱ 日本経済論Ⅰ 2 選択科目 日本経済論 4
コース専門科目Ⅱ 日本経済論Ⅱ 2
　　統廃合科目
コース専門科目Ⅰ グローバルビジネス 2 コース専門科目Ⅰ 産業システム 4
コース専門科目Ⅰ ビジネスインテリジェンス 2
コース専門科目Ⅱ 情報と戦略Ⅰ 2 コース専門科目Ⅱ 財政 2

























































ゼミナールの採用については各学年 10 名を目安とする。担当教員は各学年 5 名以上の
















































































   商学部カリキュラム改革の具体的検討をする機関として、以下のメンバーから構成された「カ
リキュラム検討委員会」を組織することが、教授会（平成 20 年 6 月 24 日）にて承認された。
その構成メンバーは以下のとおりである。 
   メンバー構成 
    商学系列 






      佐々木重人（委員長） 
菱山 淳（財務会計） 
伊藤和憲（管理会計） 
    商学部長 
    教務課（商学部） 





平成 20 年 07 月 01 日 第 1 回委員会（今後の日程・作業分担） 
平成 20 年 07 月 15 日 系列会・コース会議（基本方針の説明・ヒアリング） 
平成 20 年 07 月 30 日 第 2 回（持ち回り）委員会（系列会・コース会議の集約と事後作業）            
平成 20 年 07 月 31 日 会計系列委員会（学科新カリ基本プラン検討） 
平成 20 年 09 月 17 日 マーケティング系列小委員会（学科新カリ基本プラン検討） 
平成 20 年 09 月 20 日 会計系列委員会（会計学科新カリ基本プラン検討） 
平成 20 年 10 月 07 日 第 3 回委員会（系列会の結果集約と新カリ基本プラン検討） 
平成 20 年 10 月 21 日 会計系列会（新カリ基本プランの説明とヒアリング）14:50 
             マーケティング系列委員会（新カリ基本プラン検討）14:50 
平成 20 年 10 月 28 日 会計系列委員会（会計学科新カリ基本プラン検討） 
平成 20 年 11 月 04 日 マーケティング・会計系列会（新カリ基本プランの説明と両学科相互履
 1
平成 21 年 1 月 27 日 
 
平成 22 年度一部商学部カリキュラム改革に関する最終報告書 
－改革内容の概要－  
商学部長 
川村 晃正 殿 
                              商学部カリキュラム検討委員会 






























































平成 20 年 11 月 18 日 会計系列会（専門科目の単位数・科目配置ヒアリング）12:20 
第 4 回委員会（新カリ基本プラン確定・両学科相互履修科目の検討） 
14:50 
平成 20 年 11 月 25 日 マーケティング系列委員会・会計系列委員会または各系列会 
平成 20 年 12 月 02 日 第 5 回委員会（中間報告書原案検討） 
平成 20 年 12 月 09 日 教授会中間報告 
平成 21 年 01 月 13 日 商学・会計系列会（中間報告書ヒアリング）14:50 
第 6 回委員会（最終報告書原案検討）系列会終了後 
  平成 21 年 01 月 15 日  学長報告（一部商学部カリキュラム改革案承認） 
平成 21 年 01 月 20 日 第 7 回委員会（一部商学部カリキュラム改革最終報告書原案決定・二部
カリキュラムの見直しについて）大学院研究科委員会終了後 
平成 21 年 01 月 27 日 教授会最終報告・承認（一部商学部カリキュラム改革案） 
             教授会中間報告（二部商学部カリキュラム修正案） 
             系列会・コース会議（二部商学部カリキュラム修正案についてのヒアリ
ング）教授会終了後 
平成 21 年 02 月 03 日 第 8 回委員会（二部商学部カリキュラム修正の最終案作成）13：30 
平成 21 年 02 月 04 日～17 日 学長承認（一部商学部カリキュラム改革案） 
学長報告（二部商学部カリキュラム修正案） 
平成 21 年 02 月 24 日 教授会最終報告・承認（二部商学部カリキュラム修正案） 



















































   時代、教育内容の必要性の変遷に応じ、機動的に名称変更を行う。 
 
２．会計学科カリキュラム改革の基本方針 











































































注：会計学科カリキュラムは SWP を設けない。 
以 上 



































































次以降開講科目で、過去 3 年間で会計学科学生合格者 7 名以上のゼミの担当教員による科目：資
料「商学系列に属するゼミに所属する会計学科の学生数」参照）、 















































 ①開講予定科目一覧（案）（資料 2－1） 
②開講予定科目と公認スポーツ指導者養成講習会共通科目対応表（資料 2－2） 
      ③卒業要件単位数（イメージ）（資料 2－3） 
             
３．各種資格 













平成 18 年 7 月 11 日 
教務委員会資料 
スポーツ推薦入学者対象 SWP【スポーツ・ウェルネス・プログラム】について 
（専修大学 SWP プロジェクト提案） 
 
◎専修大学 SWP プロジェクトからの提案に対して、 
・ 商学部としてのアイデンティティの確保 
・ 当面、スポーツ推薦学生に限定する（対象の拡張等は将来の検討課題） 
・ 他学部（少なくとも 1 学部）との足並みの一致（導入時期・手順について） 
・ 「教養」（全学教養教務委員会および教養系列教員）の理解と協力 
を前提条件として、商学部として大枠で導入に賛成する方向を打ち出したい。 



















には本学の 21 世紀ビジョンである「社会知性の開発」を促すものと考えられる。 
 
２．スポーツ・ウェルネス・プログラムの内容 































2 トップ・アスリート論 （現）専任   ○           2 
専攻科目 
(選択必修) 
3 生涯スポーツ論 （現）専任 〇   ○   ○     2 
4 スポーツ政策論 （現）専任 〇 〇 ○ ○ ○     2 
5 アスリート・システム指導論 （現）専任 ○ 〇   ○   ○ ○ 2 
6 スポーツ指導論 （現）専任 〇 〇   ○ ○ ○   2 
7 健康管理概論 （現）専任 〇 〇   ○   ○ ○ 2 
8 トレーニング科学論 （現）専任 〇 〇   ○   ○ ○ 2 




○ 〇   ○   ○ ○ 2 
11 スポーツ医学概論 (現)専任 〇 〇   ○   ○ ○ 2 
12 スポーツ心理学 (現)専任 ○ 〇   ○ ○ ○   2 
13 健康心理学 (現)専任 ○     ○ ○   ○ 2 




    ○   ○     2 
16 スポーツ社会学 (現)専任     ○ ○ ○     2 
17 レジャー・スポーツ論 (現)専任     ○         2 
18 コンディショニングの科学 (現)専任   ○           2 
19 公衆衛生学 (現)専任 ○   ○       ○ 2 




    ○         2 
合計 32/42   






















・ 卒業要件単位（128）に占める SWP 科目の割合は 25％、専門科目への算入は 18






















▲10  外国語科目 8 6 ▲2 
 保健体育科目 4 0 ▲4 





▲18  選択科目 32 14 ▲18 
SWP 基幹科目（必修） ― 4  
32 
― 
 専攻科目（選択必修） ― 28 ― 
自由選択修得要件科目 12 8 ▲4 
















教務委員会付議   平成１６年５月１１日・２５日、６月８日・２９日 
学部長懇談会         ７月 １日 
教授会（商学部）       ７月１３日 
学部長会           ７月１５日 
常勤役員会          ７月以降 
 規程制定りん議起案      ７月中 
 学生への周知（りん議決済後） ９月 




第 18 条 4 年以上在学して所定の試験に合格し、所定の単位を修得した者を卒業とし、次
の学位を授与する。 
〔中略〕 
  2 卒業の時期は、学年末とする。ただし、本大学の認めた者に対しては、学期末とするこ
とができる。 
  3 前項ただし書に関する取扱いについては、各学部ごとに別に定める。 
 
専修大学商学部学期末卒業の取扱内規（案） 











    附 則 
この規程は、平成  年 月 日から施行する。 
商学部教務委員会資料 
資料25



























    附 則 
この規程は、平成  年 月 日から施行する。 
 
手続の流れ（予定） 
教務委員会付議   平成１６年 ５月１１日・２５日、６月８日・２９日 
学部長懇談会          ７月 １日 
教授会（商学部）        ７月１３日 
学部長会            ７月１５日 
教授会（全学）         ９月２８日 
常勤役員会付議        １０月以降 
 規程制定りん議起案      １０月 
 学生への周知（りん議決済後） １１月 
















































































①出願受付期間:11 月 1日～11 月 30 日 
②第一次審査結果通知: 12 月中旬 
教授会審議を経た後、本人及び保証人宛通知。なお、審査委員会等を別途設けるかど
うか、また、書類審査だけでなく面接を実施するかどうかについては要検討。 
③卒業延期許可者の決定・発表: 第一次卒業発表当日(2 月 20 日頃) 
卒業発表掲示とは別に卒業延期決定者について掲示して、該当者に卒業延期許可書・
学費振込用紙を交付(窓口交付：2月 20 日頃)する。なお、第 2次卒業判定(3 月 10 日
頃)により卒業要件単位を修得した者については、手続日程の関係上、本制度の適用対
象外とする。 





























































































































専修大学学長 出牛 正芳殿 
                                                  平成 16 年 3 月 13 日 
商学部長 大西勝明 
 
商学部教授会は、平成 16 年 3 月 13 日開催の教授会において、以下で示した理由により、










































平成 14年 1月 8日 



































   全学入試委員を含む委員会で、学部の多くの入試を一括して管理し、
さらに中長期の入試方法の検討までその責任範囲とする。 
・ 企画構想委員会：ＦＤ委員会＋自己点検評価委員会＋広報委員会 




























 - 2 -
商学部各種委員会の編成および委員の構成 
 




委員長   １名（1 期 1 年） 
副委員長  １名（1 期 1 年）  
*委員長と副委員長は、下記の商学系列・会計系列からの委員の中から
交代で就任する. 
委員    10 名（1 期 2 年） 
♦商学系列 6 名〈3 コースから各 2 名.委員長もしくは副委員長を含む〉 
♦会計系列 2 名〈委員長もしくは副委員長を含む〉 
♦一般教養・資格課程科目担当者 2 名 
♦二部教務委員  1 名 





委員長  1 名（１期 1 年） 
副委員長 1 名（１期 1 年） 
委員   10 名（1 期 2 年） 
♦商学部自己点検評価実施委員会 
 ・委員長 1 名 
 ・委員  2 名 
♦自己点検評価運営委員（全学） 1 名（１期 2 年） 
♦商学部 FD 委員会 
・委員長 1 名 
・委員  3 名 









































委員長  1 名（１期 1 年） 
副委員長 1 名（１期 1 年） 
♦全学入学試験委員会委員 2 名（１期 2 年） 








① 学生部委員会委員    3 名  1 期 1 年（毎年半数交代） 
② 二部学生部委員     2 名  1 期 1 年（毎年半数交代） 
③ 二部教務委員会委員   3 名  1 期 2 年（毎年半数交代） 
④ 教員資格審査委員会委員 3 名  1 期 1 年（毎年半数交代） 
⑤ 就職指導委員会委員   3 名  1 期 1 年（毎年半数交代） 
⑥ 体育部委員会委員    2 名  1 期 1 年（教授会選出 1 名学部長           
推薦 1 名.毎年半数交代） 
⑦ 国際交流センター委員会委員・国際交流センター運営委員会委員   
4 名  1 期 2 年（毎年半数交代） 
⑧ 図書館委員会委員  3 名     1 期 1 年 （毎年半数交代） 
⑨ ｾｸｼｭｱﾙ･ﾊﾗｽﾒﾝﾄ防止委員会委員   1 名 1 期 2 年 （毎年半数交代） 
⑩ 障害学生支援推進委員会委員   2 名 1 期 2 年 （毎年半数交代） 
⑪ 出版企画委員会委員       1 名 1 期 2 年 
⑫ 全学ＨＰ委員会委員       1 名 1 期 2 年 
 
 - 4 -
5.全学委員会関係委員（特定）［特定の教員のみ担当可能な委員］ 
① 教養教務委員会委員  人数不定 
② 教職課程協議会委員  人数不定 
③ 学生相談室委員    2 名 
④ 情報科学センター運営委員会委員  2 名  1 期 2 年 
⑤ 情報科学センター員  2 名 
⑥ ヒーブ指導委員    人数不定 
⑦ LL 研究室運営委員   2 名 
⑧ 入学試験出題者    人数不定 
 
6.学部内委員（一般） 
① 人事委員会     8 名  
② 奨学生選考委員会 ［一部・二部学生部委員兼務］ 
③ 2 種奨学生選考委員 ［一部・二部学生部委員兼務］ 
 
7.学部内委員（特定） 
① 簿記講座担当者   4 名 
② ゼミ連指導委員   1 名 







































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































配給論（市場論） 出牛正芳 講師 兼担 専修大学講師（商品学・マーケツテング論）
貿易論 津田　昇 教授 専任
商業概論 桐田尚作 教授 専任
商業経済論 上林正短 教授 専任
簿記原理 沢田　武 教授 専任
会計学原理 大塚　光 教授 専任
原価計算 吉川義弘 教授 専任
商品学 青木弘明 講師 専任
金融論 今田治弥 教授 専任
監査論 檜田信男 助教授 専任
交通論 池田博行 助教授 専任
保険論 相馬勝夫 教授 専任
日本経済史 加藤幸三郎 講師 専任
マーケツテング論 山下文明 講師 専任
簿記 小澤康人 講師 専任
税務会計 石渡　績 教授 専任
統計学総論 萩原　稔 助教授 専任
国際経済論 森田桐郎 講師 専任
一般商業史 森下澄男 教授 兼担 専修大学教授（商学部二部）一般商業史
商業英語 中村新吾 教授 兼担 専修大学教授（商学部二部）コレスポンデンス
簿記 伊藤重雄 助教授 兼担 専修大学助教授（商学部二部）簿記
銀行簿記 栗原元一 教授 兼担 専修大学教授（商学部二部）銀行簿記
商業経営論 木村喜一郎 教授 兼担 専修大学教授（商学部二部）経営学
商法Ⅰ・Ⅱ 小西基弘 講師 兼担 専修大学講師（商学部二部）商法
経済原論 内田義彦 教授 兼担 専修大学教授経済学史
経済政策 小林義雄 教授 兼担 専修大学教授経済政策
商品化学検査 斉藤正一郎 教授 兼担 専修大学教授化学
証券市場論 栂井義雄 教授 兼担 専修大学教授取引所論
中小企業論 中村秀一郎 教授 兼担 専修大学教授経済政策・中小企業論
商業立地論 江沢譲爾 教授 兼担 専修大学教授経済原論・経済立地論
経営財務論 柘植敏治 講師 兼担 専修大学講師経営財務論
商業数学 笹井昭孝 教授 兼担 専修大学教授数学・商業数学
経営分析 井下武厚 助教授 兼担 専修大学助教授経営分析
財政学総論 七海吉郎 教授 兼担 専修大学教授財政学
民法Ⅰ・Ⅱ 泉　久雄 教授 兼担 専修大学教授民法総則・親族相続
憲法 隅野隆徳 講師 兼担 専修大学講師憲法
国際法 池田文雄 助教授 兼担 専修大学助教授国際法・航空法
商業実務・珠算 奥村恒雄 教授 兼担 専修大学教授商業科教育法・商業実務・珠算
時事英語 貴島克巳 教授 兼担 専修大学教授時事英語
経営学総論 柳川　昇 講師 兼任 東京大学教授経営学
倉庫論 松本　清 講師 兼任 日本倉庫協会兼務部長
国際金融論 富塚文太郎 講師 兼任 （財）国民経済研究協会主任研究員
協同組合論 三輪昌男 講師 兼任 （財）協同組合経営研究所研究員
経営労務論 高木茂木 講師 兼任 埼玉大学教授労務管理
広告論 杉山　進 講師 兼任 （株）電通連絡部長
簿記 紺野俊雄 講師 兼任 愛知大学教授
会計監査論 田島四郎 講師 兼任 横浜市立大学教授
簿記 茂木虎雄 講師 兼任 立教大学助教授簿記























1965 昭和40 － － － － － － 1,672 － － －
1966 　　41 － － － － － － 3,115 － － －
1967 　　42 － － － － － － 3,376 － － －
1968 　　43 － － 2,130 － － 906 3,036 － － －
1969 　　44 － － 2,659 － － 1,412 4,071 － － －
1970 　　45 3,295 41 3,336 1,488 87 1,575 4,911 － － －
1971 　　46 2,008 49 2,057 1,264 106 1,370 3,427 － － －
1972 　　47 3,203 78 3,281 1,305 162 1,467 4,748 509 239 748
1973 　　48 3,123 97 3,220 1,294 153 1,447 4,667 544 241 785
1974 　　49 3,021 138 3,159 1,519 191 1,710 4,869 685 197 882
1975 　　50 7,228 295 7,523 2,053 274 2,327 9,850 832 201 1,033
1976 　　51 6,312 224 6,536 2,009 262 2,271 8,807 － － －
1977 　　52 6,846 323 7,169 1,571 231 1,802 8,971 － － －
1978 　　53 9,640 363 10,003 2,574 290 2,864 12,867 － － －
1979 　　54 7,681 321 8,002 2,226 270 2,496 10,498 － － －
1980 　　55 7,298 340 7,638 1,790 215 2,005 9,643 857 142 999
1981 　　56 6,189 253 6,442 1,814 224 2,038 8,480 791 171 962
1982 　　57 8,580 307 8,887 2,171 228 2,399 11,286 721 180 901
1983 　　58 7,086 236 7,322 2,581 244 2,825 10,147 716 186 902
1984 　　59 7,136 327 7,463 1,663 193 1,856 9,319 765 266 1,031
1985 　　60 5,649 275 5,924 1,759 219 1,978 7,902 737 183 920
1986 　　61 6,510 354 6,864 2,870 337 3,207 10,071 731 189 920
1987 　　62 6,598 425 7,023 2,092 293 2,385 9,408 892 289 1,181
1988 　　63 6,797 462 7,259 2,843 413 3,256 10,515 798 212 1,010
1989 平成元 7,316 555 7,871 2,258 379 2,637 10,508 797 209 1,006
1990 　　2 8,119 728 8,847 2,221 373 2,594 11,441 737 242 979
1991 　　3 5,777 577 6,354 2,758 423 3,181 9,535 797 237 1,034
1992 　　4 8,862 771 9,633 3,686 521 4,207 13,840 770 197 967
1993 　　5 6,780 784 7,564 1,834 313 2,147 9,711 791 241 1,032
1994 　　6 4,797 700 5,497 2,110 449 2,559 8,056 704 242 946
1995 　　7 5,004 682 5,686 1,279 318 1,597 7,283 785 272 1,057
1996 　　8 8,157 1,091 9,248 2,048 514 2,562 11,810 788 248 1,036
1997 　　9 3,251 521 3,772 1,890 448 2,338 6,110 865 159 1,024
1998 　　10 4,267 758 5,025 1,181 299 1,480 6,505 909 333 1,242
1999 　　11 5,334 1,050 6,384 963 280 1,243 7,627 725 212 937
2000 　　12 4,558 769 5,327 1,087 341 1,428 6,755 711 220 931
2001 　　13 2,734 767 3,501 1,020 397 1,417 4,918 738 237 975
2002 　　14 2,952 947 3,899 1,154 540 1,694 5,593 703 245 948
2003 　　15 2,764 727 3,491 1,052 395 1,447 4,938 558 224 782
2004 　　16 2,458 659 3,117 1,143 424 1,567 4,684 538 223 761
2005 　　17 2,716 722 3,438 1,317 504 1,821 5,259 538 230 768
2006 　　18 2,192 776 2,968 1,182 435 1,617 4,585 558 231 789
2007 　　19 2,393 1,003 3,396 1,065 392 1,457 4,853 567 238 805
2008 　　20 2,417 1,049 3,466 1,250 435 1,685 5,151 616 235 851
2009 　　21 2,330 1,223 3,553 1,012 437 1,449 5,002 557 242 799
2010 　　22 2,348 1,170 3,518 1,146 479 1,625 5,143 526 258 784
2011 　　23 2,188 1,274 3,462 924 457 1,381 4,843 525 281 806
2012 　　24 2,319 1,453 3,772 1,344 535 1,879 5,651 488 227 715




























































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































合格者 ( 内数 )率（％） 卒業生 在学生 計
昭24 （1949） 528 13.3
昭25 （1950） 1,146 14.7
昭26 （1951） 1,794 9.6
昭27 （1952） 1,872 6.8
昭28 （1953） 1,913 8.9
昭29 （1954） 1,976 8.8
昭30 （1955） 2,372 8.2
昭31 （1956） 2,687 5.6
昭32 （1957） 2,608 7.2
昭33 （1958） 2,584 8.5
昭34 （1959） 2,730 7.8
昭35 （1960） 2,427 8.1
昭36 （1961） 2,280 6.1
昭37 （1962） 2,183 5.9
昭38 （1963） 2,277 5.8 1
昭39 （1964） 2,399 5.4 3
昭40 （1965） 2,612 6.7 2
昭41 （1966） 3,052 5.9 2
昭42 （1967） 3,296 7.1 5
昭43 （1968） 3,720 6 2 2
昭44 （1969） 4,025 6 2 2
昭45 （1970） 4,634 5.3 1 3 4
昭46 （1971） 4,938 5.9
昭47 （1972） 5,055 6.4
昭48 （1973） 4,894 6.8 3 1 4
昭49 （1974） 5,218 8.9 2 3 5
昭50 （1975） 5,597 8.3 2 2 4
昭51 （1976） 5,795 5.5 1 2 3
昭52 （1977） 5,480 7.8 4 1 5
昭53 （1978） 5,393 5.6 4 1 5
昭54 （1979） 4,942 5.7 4 4
昭55 （1980） 4,357 5.8 2 2
昭56 （1981） 4,076 5.9 2 2 4
昭57 （1982） 3,814 5.6 3 3
昭58 （1983） 3,700 6.5 2 1 3
昭59 （1984） 3,712 7.8 3 3
昭60 （1985） 3,969 8 5 1 6
昭61 （1986） 4,282 10.6 2 2 4
昭62 （1987） 4,635 8.5 9 9
昭63 （1988） 5,205 7.3 5 5
平元 （1989） 5,735 10.39 5 1 6
平2 （1990） 6,449 9.83 8 8
平3 （1991） 7,157 8.91 8 8
平4 （1992） 8,102 9.85 9 2 11
平5 （1993） 9,538 7.52 3 3
平6 （1994） 10,391 7.43 3 2 5
平7 （1995） 10,414 6.93 8 8
平8 （1996） 10,183 6.6 12 12
平9 （1997） 10,033 6.71 6 1 7
平10 （1998） 10,006 6.72 4 1 5
平11 （1999） 10,265 7.66 6 6
平12 （2000） 11,058 7.58 4 1 5
平13 （2001） 12,073 7.96 4 4
平14 （2002） 13,389 8.6 12 12
平15 （2003） 14,978 8.4 9 9
平16 （2004） 16,310 8.4 8 8 3
平17 （2005） 15,322 8.5 10 10 4
平18 （2006） 16,210 8.5 7 3 10 5
平19 （2007） 18,220 14.8 22 5 27 14
平20 （2008） 19,736 15.3 30 7 37 15
平21 （2009） 20,443 9.4 7 7 14 11
平22 （2010） 25,147 7.6 15 7 22 15
平23 （2011） 22,773 6.4 9 6 15 8
平24 （2012） 17,609 7.4 10 0 10 9
平25 （2013） 13,016 8.8 6 6 12 9





西　暦 元　号 商　　学　　部 大　　学
1880 明治13 経済・法律専攻の専修学校設立．
1905 明治38 10 「商科」設置（明治44年7月廃止）．商学教育始まる．




















1950 昭和25 4 専修大学短期大学部商経科設置（昭和40年3月廃止）．
1951 昭和26 学校法人専修大学に組織変更．
1953 昭和28 会計学研究所は会計学講習会を開講．
1954 昭和29 4 会計学講習会を会計学教室と改称する．
1962 昭和37 経営学部設置．























































































1990 平成2 7 商学部長期構想委員会設置． 専修大学21世紀構想会議設置．
1991 平成3 生田校舎8号館竣工．
1992 平成4 国際交流センター設置．
1993 平成5 4 商学部長殿村晋一（平成5年9月～同9年8月）．






































































































2013 平成25 9 商学部長佐々木重人（平成25年9月～）．
2014 平成26 4 「新たな学士課程教育」始まる． 国際交流会館竣工．神田校舎新5号館竣工．
